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会社の概況 （平成１７年９月３０日現在）�
�
設　立　　昭和１９年５月５日�

資本金　　６,２７２,２８２,１６１円�

株式数　　発行する株式の総数　１６０,０００,０００株�

 発行済株式の総数 ４２,３３２,７７１株�

株主数　　４,０３８名�

企業集団の従業員数　　１，８９２名�

業績の推移（連結）�

区 　 分  当  中  間  期  前 年 中 間 期 前　　　　期�
 （平成１７年９月期）（平成１６年９月期）（平成１７年３月期）�

受 注 高 ３９,８０７百万円 ３６,５６７百万円 ７２,０３０百万円�

売 上 高 ３２,２８４百万円 ３０,００８百万円 ７３,９５６百万円�

経常利益 ２５０百万円 　７８７百万円 ２,２８４百万円�
中間（当期） ２４１百万円 ５６１百万円　　１,１７７百万円�純 利 益�
1株当たり�
中間（当期）    ５.７７円 １３.３８円　　　　２６.８８円�
純 利 益�

総 資 産 ５９,２４４百万円 ６０,４９９百万円 ６３,７１９百万円�

純 資 産 ２９,０９６百万円 ２７,７４０百万円 ２９,４８９百万円�
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株　主　の　皆　様　へ�

　株主の皆様にはますますご清栄のこととお喜び申しあげます。�
　ここに第６２期上期（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日
まで）の営業の概況を報告いたします。�
　当上期におけるわが国経済は、企業収益の改善や設備投資
の増加に支えられた国内民間需要中心のゆるやかな回復が伝
えられております。�
　一方、防災業界におきましては、厳しい経営環境のもと将来を
展望した新たな経営戦略を選択する動きも生じております。�
　このような局面に対処するため、中期経営計画の２年目となる
平成１７年度は当社グループの総力を結集して中期経営計画
の達成に取り組む年と位置づけ、全社的に統合された営業活
動の展開、目標値を定めた総原価の圧縮、顧客サービス力の
強化をテーマとして、以下の様なことに注力し、収益の確保に努
力しております。�
　①　受注目標管理の強化および大型案件における組織的

営業活動の徹底�
　②　最適な施工・メンテナンス体制の整備�
　③　差別化した新商品の継続的な市場投入�
　④　価格、品質、納期に関する競争力の強化�
　⑤　社員の多能化を目指した計画的な人材育成�
　また、前期に引き続き、消防法改正により生じた小規模雑居ビ
ル市場につきましては既存建物猶予期間が平成１７年１０月１日
で終了したことを受けさらなる需要の掘り起こしに努め、同じく一
般住宅市場につきましては平成１８年６月に全国適用となる新
築住宅に対する住宅用火災警報器設置義務化に向け販売チ
ャンネルの開拓に努力し、さらに、工場防災市場につきましても
顧客企業の工場に対する防災診断の実施や当社の実験場で
の検証を行うなど提案営業を実施しております。�
　次に、顧客ニーズ対応商品として新築市場における「Ｃ１２デ
ィスプレイシステム」、リニューアル市場における自動試験機能付
受信機「進ＰⅡ」、共同住宅市場におけるハンズフリータイプの
カラーモニター付住宅情報盤「コンフィー」、保守点検市場にお
ける「リモート監視サービス」などを活用した営業活動に注力し
ております。�
　その結果、当上期の受注高は３９,８０７百万円、前年同期比�
８.９％増､売上高は３２,２８４百万円、前年同期比７.６％増となりま
した。�
　売上高の内訳をセグメント別にみますと、火災報知設備は�

１２,１２１百万円、前年同期比１３.８％増、消火設備は８,１６３百万
円、前年同期比０.４％減､保守点検等は８,８１６百万円、前年同
期比０.９％増、その他は３,１８２百万円、前年同期比３１.３％増と
なりました。�
　また、利益につきましては、グループをあげてコスト削減に努め
ました結果、経常損失は２５０百万円にとどまり、さらに、特別利
益として投資有価証券売却益１０７百万円、特別損失として固
定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失１４６百万
円の計上などにより、中間純損失は２４１百万円となりました。�
　以上のような状況でありますが、今中間配当金といたしまして
は引き続き１株につき５円とさせていただきました。�
　今後の経済見通しとしましては、企業収益の好調さが個人
消費に波及していると伝えられており、原油価格の動向など不
安要因はありますが、景気は回復が続くと見込まれております。�
　当防災業界は市場価格の低迷が続く厳しい状況にありますが、
当社グループを取り巻く環境は顧客の防災意識の変化や消防
法の改正など大きく変わりつつあり、この変化のなかに事業拡
大のチャンスが現れたと考えております。�
　当社グループは現状を打破し、新たな事業を拡大することを
可能とするため、上期に取り組みました事項に引き続き注力し、
さらに、以下の事項に取り組むとともに、さらなる受注確保と利益
確保に努力いたします。�
　①　適切な内部統制システムの構築�
　②　事前のバリューエンジニアリングやコストダウン検討に基

づく積極的な提案営業の展開�
　③　既設防災市場における市場価格の低下に対応した経

営資源の再配置とリニューアル市場、住宅防災市場、
工場防災市場や火災予兆検知システム市場など新市
場の開拓�

　④　施工物件に対する組織的な経過管理の徹底�
　以上をふまえ第６２期通期の業績予想といたしましては、売上
高７２,５００百万円、経常利益２,１００百万円、当期純利益１,０００
百万円と予想しております。�
　なお、期末配当金につきまして
は１株につき５円、中間配当金５円
と合わせ年間で１０円を予定して
おります。�
　株主の皆様におかれましては、
今後とも何とぞ格別のご理解とご
支援を賜わりますようお願い申しあ
げます。�
代表取締役社長　田　上　　　征�



中間連結貸借対照表�
（平成１７年９月３０日現在）�

（単位　百万円）�

資 産 の 部 �

資 産 合 計 �

現 金 ・ 預 金 �
受 取 手 形・売 掛 金 �
た　な　卸　資　産�
繰 延 税 金 資 産 �
そ の 他 �
貸　倒　引　当　金�

流 動 資 産 �

（有形固定資産）�

（無形固定資産）�

建 物 ・ 構 築 物  �
土　　　　　　　地�
そ の 他 �

固 定 資 産 �

（投資その他の資産）�

投 資 有 価 証 券 �
繰 延 税 金 資 産 �
そ の 他 �
貸 倒 引 当 金 �

��

（注）記載金額は百万円未満切捨て表示しております。�
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（単位　百万円）�

負 債 の 部 �

負債・少数株主持分�
及 び 資 本 合 計 �

少 数 株 主 持 分 �

資 本 の 部 �

支 払 手 形・買 掛 金 �
短 期 借 入 金 �
未 　 　 払 　 　 金 �
未 成 工 事 受 入 金 �
賞 与 引 当 金  �
そ の 他 �

流 動 負 債 �

社 債 �
退 職 給 付 引 当 金 �
役員退職慰労引当金�
連 結 調 整 勘 定 �
そ の 他 �

固 定 負 債 �

資 本 金 �
資 本 剰 余 金 �
利 益 剰 余 金 �
株 式 等 評 価 差 額 金 �
為 替 換 算 調 整 勘 定 �
自 己 株 式 �

��

�５９,２４４�

５９,２４４�

３９,４９９��
８,７２９�
１６,８２６�
１２,４４５�
９３１�
９２１�
３５５�
�

１９,７４５�
�

９,０８２�
�

４,０３８�
３,４３３�
１,６１０�

�
６５５�

�
１０,００６�

�
３,５６１�
２,８６４�
３,８７５�
２９３�

３２,５９６�

６０,４９９�

４０,８７７��
８,００１�
１７,０７６�
１４,３５３�
１,０３２�
７３９�
３２５�
�

１９,６２１�
�

９,５２３�
�

４,２７２�
３,４７３�
１,７７８�

�
６５１�

�
９,４４６�

�
３,０６１�
２,９１１�
３,８８５�
４１１�

６０,４９９�

６０,４９９�

�

△�

△�

△�

△�

＜ご参考＞�

１８,６２７�

７,７８４�
４０４�
３,２２９�
４,８０１�
１,３７５�
１,０３３�

１３,９６８�

６,０００�
７,１６８�
４１４�
２０�
３６６�
�

１６２�
�

２７,７４０�

６,２７２�
５,７１３�
１５,６８５�
２１５�
２７�
１７３�△�

２９,９７６�

５９,２４４�

１５,９８８�

６,０３０�
４０５�
２,９７２�
３,９０４�
１,３６９�
１,３０５�

１３,９８７�

６,０００�
７,０９７�
４９２�
１５�
３８２�
�

１７２�
�

２９,０９６�

６,２７２�
５,７１３�
１６,６８３�
５５４�
５８�
１８５�△�

科　　目�

期　　別�当中間連結�
会計期間末�

前中間連結�
会計期間末�
（ご 参 考 ）� 科　　目�

期　　別�当中間連結�
会計期間末�

前中間連結�
会計期間末�
（ご 参 考 ）�



中間連結損益計算書� 中間連結キャッシュ・フロ－計算書�

（単位　百万円）� （単位　百万円）�

（単位　百万円）�

科　　目�

期　　別�

（注）記載金額は百万円未満切捨て表示しております。� （注）記載金額は百万円未満切捨て表示しております。�
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（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）�（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）�

中間連結剰余金計算書�
（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）�

当中間連結�
会 計 期 間 �

前中間連結�
会 計 期 間 �
（ご 参 考 ）�

（注）記載金額は百万円未満切捨て表示しております。�

売 上 高 �

売 上 原 価 �

営 業 外 収 益 �

販売費及び一般管理費�

営 業 外 費 用�

経 常 利 益 �

税金等調整前中間純利益�

中 間 純 利 益 �

受 取 利 息・配 当 金 �

その他の営業外収益�

支 　 払 　 利 　 息 �

その他の営業外費用�

特 別 利 益 �

特 別 損 失 �

法人税・住民税及び事業税�

法 人 税 等 調 整 額 �

少 数 株 主 利 益 �

��

営 業 利 益 �

��

売 上 総 利 益 �

２４１� ５６１�

�

３０,００８�

２２,４０１�

７,６０６�

８,３８０�

７７４�

１４８�

２１�

１２６�

１６１�

４３�

１１８�

７８７�

６６�

１６�

７３７�

１１６�

２８８�

４�

△�

△�

�

３２,２８４�

２４,２４５�

８,０３９�

８,３４６�

３０６�

１５９�

２８�

１３１�

１０３�

４０�

６２�

２５０�

１０９�

１８３�

３２４�

１５５�

２３８�

０�

△�

△�

△�△�

△�

△�

△�

（　 　）�

（　 　）�

（　 　）�

（　 　）�

（　 　）�

（　 　）�

（　 　）�

（　 　）�

△�△�

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー�

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー�

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー�

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額�

Ⅴ現金及び現金同等物の増減額�

Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高�

Ⅶ新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額�

Ⅷ現金及び現金同等物の中間期末残高�

�

科　　目�

期　　別�

（資本剰余金の部）�

Ⅰ資本剰余金期首残高�

Ⅱ資本剰余金増加高�

Ⅲ資本剰余金中間期末残高�

（利益剰余金の部）�

Ⅰ利益剰余金期首残高�

Ⅱ利益剰余金増加高�

Ⅲ利益剰余金減少高�

Ⅳ利益剰余金中間期末残高�

科　　目�

期　　別�

２,９１４�

５９７�

３,６４６�

－�

１,３３０�

９,１２１�

－�

７,７９０�

�

△�

△�

�

５,７１３�

－�

５,７１３�

�

１６,４７４�

－�

７８８�

１５,６８５�

８５９�

３７６�

３２８�

－�

１５４�

８,３５９�

－�

８,５１３�

△�

△�

△�

�

５,７１３�

０�

５,７１３�

�

１７,２１３�

－�

５３０�

１６,６８３�

当中間連結�
会 計 期 間 �

前中間連結�
会 計 期 間 �
（ご 参 考 ）�

当中間連結�
会 計 期 間 �

前中間連結�
会 計 期 間 �
（ご 参 考 ）�



中間個別貸借対照表�（平成１７年９月３０日現在）�

（単位　百万円）�

科　　目�

期　　別�
当中間期�

前年中間期�
（ご　参　考）�

資 産 の 部 � ５２,１２７� ５４,０５３�

資 産 合 計 � ５２,１２７�

現 金 ・ 預 金 �
受 取 手 形  �
売 掛 金 �
た な 卸 資 産 �
未 成 工 事 支 出 金  �
繰 延 税 金 資 産 �
その 他 の 流 動 資 産 �
貸 倒 引 当 金 �

流 動 資 産 �

（有形固定資産）�

（無形固定資産）�

（投資その他の資産）�

建 物 �
土 地 �
その他の有形固定資産�

固 定 資 産 �

投 資 有 価 証 券 �
繰 延 税 金 資 産 �
そ の 他 の 投 資 等 �
貸 倒 引 当 金 �

�� △�△�

△� △�

３３,９６２�
�
６,４０４�
３,９８５�
１０,８８０�
５,４７９�
５,７８４�
７８３�
９７４�
３３０�

�
１８,１６４�
�

８,９４４�
�
３,９５６�
３,４３３�
１,５５５�

�

６３４�
�
８,５８５�

�
２,２１７�
２,７１９�
３,９０４�
２５５�

３５,８７８�
�
５,７５８�
４,４５９�
１０,７６９�
４,７８５�
８,１５５�
９７１�
１,２８２�
３０４�

�
１８,１７４�
�

９,３９２�
�
４,１９３�
３,４７３�
１,７２６�

�

６２７�
�
８,１５４�

�
１,７６３�
２,８０６�
３,９４３�
３５９�

（注）記載金額は百万円未満切捨て表示しております。�

（単位　百万円）�

科　　目�

期　　別�
当中間期�

前年中間期�
（ご　参　考）�

負 債 の 部 � ２６,７３２� ２９,４０３�

負 債 及 び 資 本 合 計 �

資 本 の 部 �

５２,１２７� ５４,０５３�５４,０５３�

支 払 手 形 �
買 掛 金 �
未 払 金 �
未 成 工 事 受 入 金 �
賞 与 引 当 金 �
そ の 他 の 流 動 負 債 �

流 動 負 債 �

利 益 剰 余 金 �

社 債 �
退 職 給 付 引 当 金 �
役員退職慰労引当金�
そ の 他 の 固 定 負 債 �

固 定 負 債 �

資 本 準 備 金 �
その 他 資 本 剰 余 金 �

利 益 準 備 金 �
任 意 積 立 金           
中 間 未 処 分 利 益 �

��

１３,１５４�
�

７４９�
３,８８９�
２,８１２�
３,３６３�
１,１２１�
１,２１７�
�

�
１３,５７８�

�
６,０００�
６,８０８�
３８２�
３８７�

�
２５,３９４�
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�

資 本 金 �
�
資 本 剰 余 金 �

６,２７２�
�
５,７１３�
５,７１３�

０�
１２,９９７�

８８７�
１１,６８２�
４２６�

５３１�
１２０�

１５,８４９�
�

８５１�
５,５２８�
３,０７８�
４,３１５�
１,１４７�
９２７�
�

�
１３,５５３�

�
６,０００�
６,８５７�
３２４
３７１�

�
２４,６５０�

６,２７２�
�
５,７１３�
５,７１３�

０�
１２,５６１�

８８７�
１１,６９２�

１９�

２１２�
１０８��

△�

△�△�
株式等評価差額金�
自 己 株 式 �



中間個別損益計算書�
（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）�

（単位　百万円）�

科　　目�

期　　別�
当中間期�

前年中間期�
（ご　参　考）�

（経常損益の部）�

売 上 高             

営 業 費 用�
売 上 原 価                      
販売費及び一般管理費�

営 業 外 収 益 �

営 業 収 益 �

営 業 外 費 用�

経 常 利 益 �

営 業 利 益 �

税 引 前 中 間 純 利 益 �

中 間 純 利 益 �

前 期 繰 越 利 益 �

中 間 未 処 分 利 益 �

受 取 利 息・配 当 金 �
その他の営業外収益�

支 払 利 息 �
その他の営業外費用   

特 別 利 益 �
特 別 損 失 �

法人税・住民税及び事業税�
法 人 税 等 調 整 額 �

（特別損益の部）�

��

２７,７１８ �

 �
２１,１７１�
７,１０６�

�
５６０�

２６１�

（注）記載金額は百万円未満切捨て表示しております。�
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１３４�
１２６�

� １００
�

３７�
６３�

�
３９９�

�
�

１０７�
１７５�

４６７�

�

（　 　　）�
（　 　　）�

（　 　　）�
（　 　　）�

３７�
１６０�

３４３�

７７０�

４２６�

△�

△�

△�

△�

��

２５,７６６ �

 �
１９,５０７�
７,１５１�

�
８９１�

２０４�

５９�
１４４�

� １４０
�

３８�
１０１�

�
８２８�

�
�

６６�
１４�

７７６�

（　 　　）�
（　 　　）�

（　 　　）�
（　 　　）�

３７�
２７０�

５４３�

５２３�

１９�

△�

△�

△�

△�

△�

△�

TOPICS

日本橋三井タワーへ最新鋭防災システムを納入�
　東京・日本橋の新ランドマーク

として建設された超高層複合

用途ビル「日本橋三井タワー」

は東京都が創設した「重要文

化財特別型特定街区制度」第

1号の適用を受け、隣接する重

要文化財「三井本館」と調和し、

伝統と進化を大切にした建物

景観を演出しています。�

　日本橋三井タワーには当社

が誇るR－22EX自動火災報知

システム、C11CRTシステム、非

常電話システム、閉鎖型噴霧消

火システム、放水型スプリンクラ

ーシステム、ニュースプリンクラ

ーシステムを納入し、人々の安

全と安心を守っております。�

工場防災用パッケージ型泡消火装置「MIDEXⅡ」を発売�

　工場火災における工作機械などの火災や可燃性液体による火災に適したパッケ

ージ型泡消火装置として開発された「MIDEXⅡ」は1人でも容易に操作が可能であ

り、強力な消火能力を持つ中膨張泡と遠くまで放射できる低膨張泡の切替放射により、

迅速かつ効果的な消火活動ができます。�

　さらに、「MIDEXⅡ」はパッケージ型であるため配管工事、電源工事などが不要で

あり、工場の生産活動に影響を与えずに設置工事が可能です。�

△�



大株主� 取締役および監査役 （平成１７年９月３０日現在）�（平成１７年９月３０日現在）�
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株 主 名 �持 株 数 �議決権比率�

セ コ ム 株 式 会 社 �

日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社�

能 美 防 災 従 業 員 持 株 会 �

能 美 防 災 代 理 店 持 株 会 �

能 美 防 災 取 引 先 持 株 会 �

株 式 会 社 東 京 三 菱 銀 行  �

富士電機ホールディングス株式会社�

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 �

東京海上日動火災保険株式会社�

日本マスタートラスト信託銀行株式会社�

１２,０９８�

１,７０５�

１,５７４�

１,５４５�

１,４０２�

９８０�

８５５�

７６５�

７４５�

６８７�

２９.０�

４.１�

３.８�

３.７�

３.４�

２.４�

２.１�

１.８�

１.８�

１.６�

千株� ％�

代表取締役会長�

代表取締役社長�

専 務 取 締 役  �

専 務 取 締 役 �

専 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役  �

常 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

�

常 勤 監 査 役 �

常 勤 監 査 役 �

監 査 役 �

監 査 役 �

木 村 敞 一 �

田 上 　 征 �

安 原 一 昭 �

漆 山 　 清 �

後 　 山 　 洋 三 郎 �

橋 爪 　 毅 �

田 山 雄 史 �

中 原 安 雄 �

竹 田 晴 夫 �

杉 町 壽 孝 �

荻 野 輝 雄 �

武 田 迪 夫 �

小 松 三 男�

橘 　 幸 正 �

梶 田 和 男�

森 　 俊 幸 �

内 山 　 順 �

澤 野 眞 琴 �

荒 井 　 一 �

藤 井 清 隆 �

�

能 　 美 　 昌 二 郎 �

千 葉 克 男�

石 　 橋 　 鉄 之 介 �

山 下 　 尚 �
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①　当社

企業集団の主要な事業所等

所　在　地�名　称�

東京都千代田区九段南４丁目７番３号�本　� 　� 社�

東京都江東区南砂５丁目�１�８�番４号�城�東�事�務�所�

北海道（札幌市）�、東北（仙台市）�、新潟、茨城（水�
戸市）�、北関東（さいたま市）�、西関東（八王子市）�、�
丸の内�（千代田区）�、�千葉、�横浜、�長野、�静岡、�名古�
屋、金�沢、大�阪（吹�田�市）�、京�都、神�戸、広�島、岡�
山、九州（福岡市）�、熊本�

支　�　�　� 社�

青森、盛岡、秋田、郡山、宇都宮、群馬（高崎市）�、�
岐�阜、三�重（津�市）�、富�山、福�井、高�松、松�山、長�
崎、大分、宮崎、鹿児島、沖縄（那覇市）他�１�５�箇所�

営　� 業　� 所�

三鷹、メヌマ（埼玉県熊谷市）�工　�　�　� 場�

千代田区、新宿区、埼玉県熊谷市�研究開発センター�

台北�海� 外�

②　主要な子法人等

所　在　地�名　　　称�

日 信 防 災 株 式 会 社 �

能 美 設 備 株 式 会 社 �

防災エンジニアリング株式会社�

大 阪 ノ ー ミ 株 式 会 社 �

四 国 ノ ー ミ 株 式 会 社 �

九州ノーミエンジニアリング株式会社�

千 代 田 区 �

新 宿 区 �

江 東 区 �

吹 田 市 �

高 松 市 �

福 岡 市 �

イ．防災に関する受託実験・企画・提案
ロ．各種防災設備、システムの企画、開発、設計、施工、保守
ハ．上記機器の設計、製造、販売
ニ．駐車場車路管制システムの設計、製造、施工、販売及び保守
なお、各種防災設備、システムとは下記のとおりであります。

火災報知設備、防火・防排煙設備、消火設備（スプリンクラー
など）、ガスもれ警報設備、非常用放送設備、避難誘導設備、防
犯警報設備、各種防災機器（消火器など）

ビル・地下街防災システム、文化財防災システム、住宅防災シ
ステム、工場防災システム、船舶・車両・航空機防災システム、
通信機器室・コンピューター室など火災予兆システム

企業集団の事業内容を種類別セグメントで表しますと下記の
とおりであります。

企業集団の主要な事業内容

主な防災設備

主なアプリケーション・システム

主　要　営　業　品　目�セグメント別�

火災報知設備�

消�火�設�備�
スプリンクラーなど消火設備、プラント防災システム、

トンネル防災システム�

火災報知設備、防火・防排煙設備、ガスもれ警報設備、

非常用放送設備、避難誘導設備、住宅防災システム、�

火災予兆システム�

各種防災機器に係る保守点検・補修業務�保�守�点�検�等�

そ� の� 他�防犯警報設備、プリント板組品、駐車場車路管制システム�
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決　　算　　期 毎年３月３１日�

定 時 株 主 総 会  毎年６月�

基　　準　　日 定時株主総会　毎年３月３１日�

 利益配当金　毎年３月３１日�

 中間配当金　毎年９月３０日�

１単元の株式の数 １, ０００株�

公　告　の　方　法 東京都において発行する「日本経済新聞」�

なお、日本経済新聞に掲載する決算公告に代えて、

貸借対照表および損益計算書に関する情報は、

当社ホームページ「http://www.nohmi.co.jp/」

で提供しております。�

名義書換代理人 大阪市中央区北浜四丁目５番３３号�

 住友信託銀行株式会社�

同事務取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番４号�

 住友信託銀行株式会社証券代行部�

郵　便　送　付　先 〒１８３―８７０１ 東京都府中市日鋼町１番１０�

 住友信託銀行株式会社証券代行部　�

電　話　照　会　先�

住所等変更用紙のご請求 ０１２０―１７５―４１７�

その他のご照会 ０１２０―１７６―４１７�

インターネットホームページURL http://www.sumitomotrust.co.jp/STA/�

 retail/service/daiko/index.html�

同　取　次　所 住友信託銀行株式会社本店および全国各支店�

買増制度の採用　　当社は単元未満株式に不足分を買増して単元

株式（１,０００株）におまとめいただけるよう単元

未満株式の買増制度を採用しております。�

「平成11年１月１日より、大阪06局番地域の市内局番が４桁に変�

わります。」�

�

�

（　　　　　　　）�

（　　　　　　　）�



能美防災株式会社�
〒102―8277　東京都千代田区九段南4―7―3�
電話（03）3265―0211（代表）�
URL http://www.nohmi.co.jp/


